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党規約 

第１章 総則

（名称） 

第１条 

本党は、「希望の党」と称する。 

（党本部） 

第２条 

本党の本部を東京都に置く。 

（⽬的） 

第３条 

本党は、党綱領及びそれに基づく政策の実現を図ることを⽬的とする。 

第２章 党員等

（党員） 

第４条 

１ 本党の党員は、党綱領及びそれに基づく政策に賛同する１８歳以上の⽇本国⺠で、入党手続きを経た者とする。 

２ 党員は、所定の党費を納めなければならない。 

３ 党員の種別、その入党手続き等については、組織規則で別に定める。 

４ 国会議員及び国政選挙の候補者となろうとする者が入党しようとするときは、幹事⻑に申し出て、役員会の承認を得ることを要する。 

（離党） 

第５条 

党員の離党の手続きについては、組織規則で別に定める。前条第４項に記載する者が離党しようとするときは幹事⻑に申し出て、役員会の

承認を得ることを要する。 

第３章 議決機関

（両院議員総会） 

第６条 

１ 本党の上位議決機関を両院議員総会とし、党所属国会議員をもって構成する。 
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３ 両院議員総会は、スカイプ等（スカイプその他⾳声と映像で送受信できるシステムをいう。）による参加を含めた構成員の２分の１以

上の出席により成⽴し、その議事は出席議員（スカイプ等による参加議員を含む。）の過半数をもって決する。 

４ 両院議員総会は、代表⼜は共同代表が招集する。 

５ 代表⼜は共同代表が電⼦投票によって議決を得ることで⾜りると判断した場合は、出席形式による両院議員総会での議決に代えて、電

⼦投票での議決を実施できるものとする（ただし、党所属国会議員の電⼦投票であることが確認できることを前提とする）。その場合で

も、構成員の２分の１以上の参加による電⼦投票によって両院議員総会が成⽴し、参加者の過半数の投票をもって議事を決する。 

６ 代表⼜は共同代表は、党所属国会議員の３分の１以上（署名⼜はネット上の集計結果）の要請があった場合には、速やかに両院議員総

会を招集しなければならない。 

７ 国会議員がやむを得ない公務⼜は私⽤で遠⽅にいるときでも、できるかぎりスカイプ等で両院議員総会に参加し、最終議決にも参加す

るものとする。 

第４章 役員会

（役員会）

第７条 

１ 本党に、役員会を設置する。 

２ 役員会は、後記に係る、代表、共同代表、代表代⾏、幹事⻑、政策調査会⻑、国会対策委員⻑、参議院議員団代表及びその他役員会で

了承を得た者で構成する。 

３ 役員会は、代表⼜は共同代表が招集し、幹事⻑が議⻑を務める。 

４ 役員会は、次の各号に定める役割を担う。 

⼀ 党運営全般に関する⽅針と重要な政策について議論し、決定する。重要な政策に関する党の⽅針は両院議員総会での議論を⼗分に

斟酌する。 

⼆ 党務の執⾏に関する基本⽅針、本規約に定める事項及びその他の重要事項について、両院議員総会に提出する議案を作成する。 

三 両院議員総会で議案が否決され、⼜は修正要求があった場合は、役員会で議論し、再度両院議員総会に議案を提出する。 

四 国会対策の執⾏に関する事項について審議、決定する。 

五 その他党運営全般に関して総合調整を⾏う。 

六 所属する国会議員の奨励⼜は処分について決定する。 

七 党内状況の変化、時代の要請及び世界情勢の変化等により本規約を変更するのが望ましいと代表が判断した場合は、本規約に定め

る事項について役員会において変更案を作成し、両院議員総会で承認を求める。 

⼋ 両院議員総会において党所属国会議員の２分の１以上から本規約変更の要求があった場合は、役員会において変更案を作成し、両

院議員総会で承認を求める。 

第５章 党役員

（代表）

第８条 

１ 本党に、代表を置く。代表は、党を代表する最⾼責任者とし、国会議員以外の者を就かせることができる。 

２ 代表の任期は、就任から３年とし、重ねて就任することができる。ただし、上限は２期（合計６年）とする。任期満了に伴う新たな代

表の選出をもって任期は終了するものとし、また任期内に新たな代表が選出されない場合には、両院議員総会の承認（全所属国会議員の

過半数）をもって、任期は新たな代表が選出されるまで延⻑される。 

３ 結党時の代表を除き、代表の選出は、党所属国会議員による選挙によって⾏う。代表選出のための選挙は、代表の任期が終了する⽉⽇

の約１カ⽉前を⽬途に⾏うことを通例とする。代表選挙に関し必要な事項については、代表選挙規則において定める。 

４ 代表選挙の⽴候補者が１⼈である場合には、両院議員総会における承認をもって、選挙に代えることができる。 

５ 任期途中で、代表が⽋けた場合には、役員が両院議員総会を招集し、代表を選出することができる。この場合、新たに選出された代表

の任期は、⽋けた代表の残任期間とする。 

６ 本規約に定める役員の任期は、代表の任期に従うものとする。 

７ 代表が選任した役員が死亡や病気等で不在となった場合は、代表は、速やかに代わりとなる役員を選任する。 

８ 健康上の理由により代表を続けるのが困難であると認識されるときは、役員が両院議員総会を招集し、党所属国会議員の３分の２の賛

成で代表を解職することができる。 
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１ 国会議員以外の者が代表に就任したときは、国会議員団の代表として、共同代表を置く。 

２ 共同代表は国会議員団を代表し、代表とともに党務及び国会活動全般を統括する。 

３ 共同代表は、別途定める共同代表選出規則に基づいて、両院議員総会で選出する。 

（代表代⾏）

第１０条 

１ 本党に代表代⾏を若⼲名置くことができる。 

２ 代表代⾏は代表及び共同代表を補佐する。 

３ 代表代⾏は代表及び共同代表が協議の上で選任し、両院議員総会の承認を得る。 

（幹事⻑）

第１１条 

１ 本党に、幹事⻑を置き、その下に幹事会を設置する。 

２ 幹事⻑は、代表及び共同代表を補佐し、党務全般を統括する。幹事⻑は１年ごとに党内の資金管理状況を党員及び国⺠に公表するもの

とする。 

３ 幹事⻑は、代表及び共同代表が協議の上で選任し、両院議員総会の承認を得る。 

４ 幹事⻑は、役員会の承認に基づき、副幹事⻑を任命する。 

５ 幹事会は幹事⻑、副幹事⻑及び複数の幹事によって構成し、幹事は幹事⻑が任命する。幹事の総数及び幹事会の運営等に関し必要な事

項は、組織規則において定める。 

（政策調査会⻑）

第１２条 

１ 本党に、政策調査会⻑を置き、その下に政策調査会を設置する。 

２ 政策調査会⻑は、党の政策活動を所管する。 

３ 政策調査会⻑は、代表及び共同代表が協議の上で選任し、両院議員総会の承認を得る。 

４ 政策調査会⻑は、部門（経済・外交・安全保障等）ごとに政策調査会副会⻑を任命する。 

５ 政策調査会の組織及び運営等に関し必要な事項は、組織規則において定める。 

（選挙対策委員⻑）

第１３条 

１ 本党に、選挙対策委員⻑を置き、その下に選挙対策委員会を設置する。 

２ 選挙対策委員⻑は、幹事⻑の下、公職の候補者の擁⽴及び選定に向けた作業ならびに選挙対策活動を統括する。 

３ 選挙対策委員⻑は、代表及び共同代表が協議の上で選任し、両院議員総会の承認を得る。 

４ 選挙対策委員⻑は、役員会の承認に基づき、選挙対策副委員⻑を選任することができる。 

（国会対策委員⻑）

第１４条 

１ 本党に、国会対策委員⻑を置き、その下に国会対策委員会を設置する。 

２ 国会対策委員⻑は、共同代表の下、党の国会対策活動を統括し、所属する院の国会活動を遂⾏する。 

３ 国会対策委員⻑は、党所属国会議員の中から代表及び共同代表が協議の上で選任し、両院議員総会の承認を得る。 

４ 国会対策委員⻑は、国会対策副委員⻑を任命する。 

第６章 執⾏機関

（党務執⾏機関）

第１５条 

１ 本党に、党務を執⾏する機関として、総務委員⻑、財務委員⻑、地⽅組織委員⻑、広報・メディア対策委員⻑、企業団体対策委員⻑等

を置くことができる。 

２ 前項に定める各機関は、次の各号に定める職務を統括する。 

⼀ 総務委員⻑ 幹事⻑が党の総務、国際活動、調査活動、その他の活動を統括するが、その内容と業務量に応じて、総務委員⻑を任命

できる。 

⼆ 財務委員⻑ 幹事⻑が党の財務・経理を統括するが、実務を担うための財務委員⻑を任命できる。 

三 地⽅組織委員⻑ 地⽅組織の党活動は幹事⻑が統括するが、地⽅組織委員⻑を置き、各ブロックにおける地⽅組織活動を指導させる

ことができる。 
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五 企業団体対策委員⻑ 幹事⻑は、各種法⼈及び諸団体との交流活動を統括するため、企業団体対策委員⻑を任命することができる。 

３ 代表は、必要と判断する場合、１項に定めるもののほか、党務の執⾏に必要な機関及び⻑を置くことができる。 

４ １項の各委員⻑は、役員会の承認の下、副委員⻑を置くことができる。 

（候補者選定手続き及び決定機関）

第１６条 

１ 衆議院議員選挙、参議院議員選挙の候補者の公認、推薦等は、候補者選定規則により選挙対策委員⻑が発議し役員会で決定する。衆議

院議員選挙における⽐例代表名簿の登載順位の決定も同様とする。 

２ 都道府県知事、政令市⻑及びその他の地⽅選挙における公職の候補者の公認、推薦等は、選挙対策委員⻑が発議し役員会で決定する。 

３ 幹事⻑は、役員会の議を経て、前項の公認、推薦権の⼀部を後記ブロック本部⻑に委任することができる。その場合、幹事⻑とブロッ

ク本部⻑は密に連絡をとる。 

４ 役員会は、公職の候補者の公認、推薦等について、必要があると判断する場合は、前項に基づく委任の場合を含めて、決定を取り消す

ことができる。 

第７章 特別機関

（本部⼜は諮問機関の設置）

第１７条 

１ 本党が全党をあげて取り組む重要事項に関して、臨時の本部⼜は諮問機関を設けることができる。 

２ 設置する本部⼜は諮問機関の⻑は、国会議員の中から代表が指名し、役員会の承認を得る。 

３ 本部⼜は諮問機関の⻑は、代表の承認の下に副本部⻑、本部員等を任命することができる。 

４ 諮問機関は、代表⼜は役員会の諮問により、党の重要問題について審議し、答申・意⾒具申等を⾏う。 

（最⾼顧問及び顧問）

第１８条 

１ 代表は、役員会の承認に基づき、最⾼顧問及び顧問を任命することができる。 

２ 顧問は、党の発⾜、党運営等に貢献し、⼜は貢献した現職議員以外の者から任命される。顧問のうち、極めて顕著な貢献度が認められ

る者を最⾼顧問とすることができる。 

３ 最⾼顧問及び顧問は、現職議員の求めに応じて政策、国会運営、⼈選などについて助⾔をすることができるが、党内の機関において議

決権はない。 

（政治塾）

第１９条 

１ 本党は、政治に関⼼を抱く者を対象として、政治を学び議員を⽬指すための政治塾を開講する。 

２ 本塾の詳細は組織規則において定める。 

（会計監査）

第２０条 

１ 本党に会計監査を若⼲名置く。会計監査は党の経理を監査する。 

２ 会計監査は、代表が指名し、両院議員総会の承認を得るものとする。 

３ 年⼀回、両院議員総会において決算報告をする。 

第８章 組織

（衆議院議員団）

第２１条 

本党の衆議院議員は衆議院議員団を構成し、衆議院議員団代表その他の必要な役員を置き、会議を開催することができる。 

（参議院議員団）

第２２条 

本党の参議院議員は参議院議員団を構成し、参議院議員団代表その他の必要な役員を置き、会議を開催することができる。 

（共同会派、会派役員及び院の役員への就任）

第２３条 
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２ 党所属国会議員の前項の共同会派役員への就任及び衆参各議院の役員への就任については、予め代表及び共同代表の承認を要する。 

（ブロック本部）

第２４条 

１ 党員の地⽅組織として、１１ブロック（北海道、東北、北陸信越、北関東、南関東、東京、東海、近畿、中国、四国、九州・沖縄）を

単位とするブロック本部を置くことができる。 

２ ブロック本部は、衆議院の議員及び公認内定候補者、参議院の議員及び公認内定候補者の活動を支える党員組織とする。 

３ ブロック本部⻑は、原則として党所属国会議員⼜は国政選挙の公認内定候補者が務めることとし、その任期は当該国政選挙期⽇までと

する。ブロック本部⻑は幹事⻑が指名し、役員会で承認するものとする。 

４ ブロック本部は、本規約に準じて規約等を定め、地域の特性に応じて適正な組織運営に努めなければならない。 

５ ブロック本部に関し必要な事項は、組織規則で定める。 

（都道府県連) 

第２５条 

１ 各ブロックに、都道府県支部連合会（都道府県連）を置くことができる。 

２ 都道府県連は、各都道府県に在籍する党員で構成される。 

３ 都道府県連は、本規約に準じて規約等を定め、ブロック本部⻑と密に連絡を取り合い、適正な組織運営に努めなければならない。 

４ 都道府県連に関し必要な事項は、組織規則で定める。 

（⾏政区支部及び職域支部）

第２６条 

１ 都道府県連は、組織規則の定める基準を満たし、代表が認め、役員会が承認する場合、⾏政区（⾃治体としての市区町村及び政令市の

区をいう）を単位とする支部を設けることができる。 

２ ⾏政区支部は、本規約に準じて規約等を定め、都道府県連会⻑と密に連絡を取り合い、適正な組織運営に努めなければならない。 

３ 都道府県連及び⾏政区支部は、必要に応じて職域を単位とする支部を置くことができる。 

４ ⾏政区支部及び職域支部に関し必要な事項は、組織規則で定める。 

（選挙区支部）

第２７条 

１ 衆議院議員（公認内定候補者を含む。）及び参議院議員（公認内定候補者を含む。）の活動を支える党員組織として、選挙区支部を設

けることができる。 

２ 選挙区支部の支部⻑は、党所属国会議員（公認候補予定者を含む。）が務めることとし、その任期は就任後最初の国政選挙期⽇までと

する。 

３ 選挙区支部は、本規約に準じて規約等を定め、適正な組織運営に努めなければならない。 

４ 選挙区支部に関し必要な事項は、組織規則で定める。 

（ブロック本部、都道府県連及び支部等の設置及び廃⽌等）

第２８条 

１ ブロック本部、都道府県連及び支部等の設置及び廃⽌、並びにブロック本部⻑、都道府県連会⻑及び支部⻑等の選改任は、組織規則の

定めるところによる。 

２ ブロック本部、都道府県連及び支部の設⽴、異動、解散に関する党内手続きについては、組織規則の定めるところによる。 

３ 幹事⻑は、とくに必要と判断する場合は、役員会の承認を経て、ブロック本部、都道府県連及び支部等の廃⽌等に必要な措置を講ずる

ことができる。 

第９章 倫理

（倫理の遵守）

第２９条 

党員は、政治倫理に反する⾏為、党の名誉を傷つける⾏為、本規約及び党の諸規定に違反する⾏為を⾏ってはならない。 

（倫理規則）

第３０条 

党員の倫理の遵守、党員の権利擁護及び処分等に関して必要な事項については、幹事⻑の所管とし、別に倫理規則を定める。 

（処分手続き）

第３１条 
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従って必要な処分を決定する。 

２ 除籍処分を⾏った場合には、国会議員⼜は国政選挙の候補者の場合は処分後最初に開かれる両院議員総会に、その他の党員の場合は同

様にブロック本部及び都道府県連の最⾼議決機関に報告しなければならない。 

（政治資金の取扱い）

第３２条 

本党の⽀部は、企業その他の団体（政治団体を含む。）からの寄附を受け取ってはならない。ただし、党内組織間（本部⽀部間、⽀部⽀部

間をいう。）で⾏う場合は、この限りではない。 

第１０章 会計及び予算等

（党財政等）

第３３条 

１ 本党の経費は、党費、寄附、事業収⼊、政党交付金その他の収⼊をもって充てる。 

２ 議員個⼈は、法令の範囲内で適正な報告をした上で、個⼈からの寄付を資金管理団体において受領することができる。 

（予算）

第３４条 

１ 本党の運営のため、予算を定める。 

２ 毎会計年度の予算案は、幹事⻑が、役員会の承認を得た上で、会計年度に先⽴つ両院議員総会に提出し、その承認を得なければならな

い。 

３ やむを得ない事情により両院議員総会が新会計年度までに開催できない場合には、開催されるまでの間、役員会の承認を得た予算案を

執⾏することができる。 

（会計年度及び決算）

第３５条 

１ 本党の会計年度は、１⽉１日から１２⽉３１日までとする。 

２ 毎会計年度の決算は、幹事⻑が、役員会及び会計監査の承認を受けた上で、決算報告を両院議員総会に提出し、承認を得なければなら

ない。 

３ 会計報告は本党のホームページ等で公開する。 

附則

（党規約の発効） 

第１条 本規約は、決定と同時に発効する。 

第２条 本規約に定めのない事項については、役員会で決定する。 

第３条 本規約において、両院議員総会の上位議決機関に関する定めを置くまでの間、党所属国会議員以外の第５章で定める党役員は両院議員

総会に参加することができる。 

共同代表選出規則 

（⽬的） 

第１条 

本規則は、共同代表を選出する方法等について定める。 

（選出方法） 

第２条 

共同代表は、共同代表選出のための選挙において党所属国会議員の中から選出する。 
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１ 共同代表選挙に関する事務全般を管理するため、共同代表選挙管理委員会（以下「共同代表選管」という）を置き、委員２⼈によって

構成する 。 

２ 共同代表選管委員は、幹事⻑が指名する。 

３ 共同代表選管委員は、共同代表選挙の候補者（以下「共同代表候補者」という）の推薦⼈になることはできず、いずれの共同代表候補

者の⽀援活動も⾏うことができない。 

（有権者） 

第４条 

有権者は党所属の全ての国会議員とする。 

（選挙期日） 

第５条 

１ 告⽰日は、共同代表選管において定める。 

２ 投票日は、告⽰日の翌々日とする。ただし、告⽰日から投票日までの連続する３日間はいずれも平日とする。 

（共同代表候補者） 

第６条 

１ 共同代表候補者となることができる者は党所属国会議員とする。 

２ 共同代表候補者は告⽰日の共同代表選管が指定する時間までに、党所属国会議員８⼈の推薦状を添えて、共同代表選管に届け出なけれ

ばならない。 

３ 第３条第３項の規定により共同代表選管委員は推薦⼈になることはできない。 

４ 共同代表選管は、共同代表候補者の届け出があった場合には有権者に告知する。 

（投票・票数・開票） 

第７条 

１ 共同代表選挙は、共同代表候補者に対する投票により⾏う。 

２ 共同代表選管は、投票の結果、各共同代表候補者が獲得する有権者の有効投票に基づく投票総数の最⼤多数をもって、当選者を決定す

る。ただし、共同代表候補者が３名以上⽴候補している場合であって、開票の結果、有効投票に基づく総数の過半数を獲得した共同代表

候補者がいないときは、共同代表選管はその旨を両院議員総会に報告し、両院議員総会において獲得投票総数の上位２者に対する決選投

票を⾏い、当選者を決定する。 

３ 前項において獲得投票総数の１位の者⼜は１位の者が過半数を獲得していない場合の２位の者が複数いるときは、共同代表選管がくじ

引きにより、当該複数者の中から１位の者⼜は２位の者を決定する。 

４ 有権者の投票は、無記名投票とし、１⼈１票とする。 

５ 共同代表候補者が１名である場合には、両院議員総会における承認をもって選挙に代える。 

６ 共同代表選管は、投票及び開票にあたって、有権者の投票の秘密が守られるよう、最⼤限の配慮をしなければならない。 

７ 共同代表選挙の開票は、共同代表選管の監督の下に⾏い、開票結果を確定する。 

（選挙運動） 

第８条 

１ 共同代表選挙の選挙運動期間は、告⽰日よりすべての投票が終了するまでとする。 

２ 共同代表選挙の選挙運動は、共同代表選出規則で定めるものを除き、原則として⾃由とする。 

３ 共同代表候補者及び選挙運動に従事する者は、共同代表選挙に関して買収及び、供応、共同代表候補者の名誉を傷つける⾏為等を⾏っ

てはならない。 

（選挙の無効） 

第９条 

１ 共同代表選管は、選挙運動において重⼤な違反が⾏われた場合や選挙の公正が著しく損なわれたと認められる場合には、選挙の無効を

宣⾔することができる。 

２ 前項の宣⾔は、両院議員総会の承認を得た後、効⼒を発⽣する。 

（共同代表選管規程） 

第１０条 

共同代表選管は、共同代表選挙の実施に必要な規程を定めることができる。 

附則
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